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証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書

年　　月　　日

日 本 銀 行　御中（届出印）



	（担保差入金融機関等）（注）
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当方は、証書貸付債権証書が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいいます。以下同じです。）をもって作成され、当該電磁的記録に電子署名が行われている政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権（以下「電子証書貸付債権」といいます。）を今後、貴行に根担保として差入れるにあたり、各差入れ時点において下記条項の全てを確約することを表明して確認いたします。
記
１．当方が貴行に根担保として差入れる電子証書貸付債権にかかる証書貸付債権証書の原本は、貸付人および債務者の意思にもとづき、真正に成立したものであること。原本の真正な成立が認められなかった場合には、これにより貴行に発生した損害につき賠償または補償すること。
２．当方が貴行に根担保として電子証書貸付債権を差入れる都度、担保差入受付通知または担保差入証書とともに貴行に提出する「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」は、当方による記名押印または署名の有無にかかわらず、当方の意思にもとづき、真正に成立したものであること。「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」の真正な成立が認められなかった場合には、これにより貴行に発生した損害につき賠償または補償すること。
３．当方が貴行に根担保として差入れる電子証書貸付債権については、手形が振り出されていないものであることおよび電子記録債権が発生していないものであること。
４．当方は、貴行に根担保として差入れる電子証書貸付債権については、第三債務者が当該電子証書貸付債権の貴行への担保差入を承諾した日の翌営業日から１０営業日以内に、差入れを行うこと。
５．当方は、貴行に根担保として差入れた電子証書貸付債権の元本を当方において受領する場合には、貴行に受領相当額以上の金額につき、担保権の解除を依頼すること。
以　　上
（注）代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。役職名、氏名、印鑑または署名は、印鑑届等により日本銀行に届出たものを使用する。



